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情報アクセスと利用の公平性

岡　澤　和　世

1．なぜ情報アクセスの公平が問題か？

1．1時代背景と定義

　何時の時代であっても、何処の国であっても、古今東西を問わず、情報の創造、生産、配

分、利用には不公平が伴うD。こうした一連の過程の中での不公平は決して新しい問題では

ない。人間の歴史を通して、より多くの教育を受けた人、より多くの良好な関係を持ってい

る人、世界中を旅した人、あるいは他の人よりも多くのことをより適切に知らされている人

は必ずいるものである。ごく最近まで読み書き計算能力の恩恵を享受できた人はほんのわず

かしかいなかった。しかし、マスメディアの時代になり、情報のアクセスと利用に関して劇

的な変化が起こった。増え続けている情報主導のグローバルな経済において情報の不公平に

対する関心がますます高まっている。それは新しい情報通信技術（ICT）、特にインター

ネットがあらゆる形態において情報の生産、流通、消費を加速化させているからである。

　さらにICTは情報アクセスと利用における既存の差をますます拡大、悪化させている。こ

れが新しいタイプの障害になると考えている人は多い。Stevensonは「インターネットは力

を一極集中させるだけでなく分散させる力をも有する」2）と、インターネットが情報アクセ

スの制限だけでなく、増加させるという二重の力を持っていることを指摘する。

　この論文では、不平等や格差の拡大が懸念されている今だからこそ、改めて公平とは何

か、望ましい配分とは何かにっいて冷静な論理と客観的なデータとエヴィデンスを基にした

議論の必要性を感じ、情報アクセスと利用における公平について考えてみる。

　社会学、政治学、経済学、そして情報学の研究者たちはこれらの変化に早くから気付いて

いた。そして、社会、政治、文化、経済と、いわゆる〈デジタル・デバイド〉との関係にっ

いて多数の調査を行っている。言うまでもなく、情報と公平の疑問は何も技術だけに限った

問題ではない。情報公平の問題は政治、経済、社会、文化の状況変化の下で議論されなけれ

ばならない。公平、不公平の概念は動態的であり、未だ確立されていない原則と仮説の上で

論じられている。これらは特定のコンテクストの中でのみ十分に理解できる。すなわち

Amartya　Senが言う「何の公平？」3）という問いに答えることが重要である。
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　そこで、この論文では情報と社会的公平さとデジタル・デバイドに関する最近の調査を

様々な分野から選択し、展望する。この論文の主な目的は文献展望を通して情報の公平をど

う考えるべきかの基本的な概念枠組みを描くことである。以下の議論はLeah　A．　Lievrouwと

Sharon　E．　Farbeの論文1）を参考にしながら私論を展開したものである。

　まず初めにこれまで行われた研究を概略する。その範囲は情報のリッチとプアの初期の調

査から今日のデジタル・デバイドの追跡までである。その中では情報アクセスと利用は概し

て、個人と人口学的特性（例えば、収入、性別、年齢、言語、人種、教育レベル、居住地）

とその他の特性の関数であると見なされてきた。ここではこれを〈階層型〉視座と規定す

るD。その理由はこの視座が情報アクセスと利用が良ければ良いほど、社会的・経済的恩恵

をより多く受けることができるという仮説によるからである。これまでの歴史から見て、こ

の仮説は不公平調査とそれに有効な政策形成へのアプローチとして広く行き渡っている。こ

の視座から考えると、情報は一種の私的な品物、あるいは日用品である。人は自分の社会

的・経済的恩恵を使ってより多くの品物を得ようとする。すなわち、より珍しい、あるいは

高品質の情報を入手したがる。その結果、より富裕な人、より高い教育を受けた人、若い

人、男性、富裕な隣人の多く住む地域に住んでいる人たちは、より貧しい、教育を受けてい

ない、年取った、女性で、田舎に住んでいる人たちに比べて、あらゆる種類の情報へのアク

セスの機会がより大きく、より良い利用ができると仮定される。それ故に、情報公平の研究

のほとんどにおいて、社会集団と個人が人口学的特性とそれ以外の社会的・経済的特性に

従って比較され、分類されてきたのである4）。

　これらの階層型仮説を取る分析者は情報アクセスと利用を〈もの〉の分配という極めて単

純な問題として捕らえる。この〈もの〉の中には技術システム、財政援助、社会福祉サービ

ス、情報資源などが含まれる。この視点からすれば、これらの〈もの〉をより公平に分配す

れば公平さは達成できることになる。政策提案は今のところ、この〈もの〉配分アプローチ

をほとんど例外なく採用している5）。

　しかし、これに対して全く異なる視座を取っている研究集団がいるD。すなわち同じ社会

的・経済的特性を持っている人や集団であっても、情報の要求、アクセス、利用に対して全

く異なることもありうるという考え方である。ここではこれを〈水平型〉と規定するD。そ

の理由はこの視座が人々の関心、興味、専門性、経験、社会的コンテクストの違いに着目し

ているからである。この視座からすると、情報は実体のない公的なものと見た方が判りやす

い。それは極めて主観的でコンテクストによっていかようにも変わるものである。ここでは

情報資源の量は問題ではなく、質と卓越性が重要になる。量よりも質が問題になるのであ

る。

　多くの研究者がAmartya　SenとJohn　Rawlsのような思想家の影響を受けて情報グッズの多

い、少ないといった配分の公平よりも、アクセスと利用の公平を論じている6）。水平型視座

からすると、情報政策は価値と内容の問題を考察すべきであり、人々がそれぞれのコンテク
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ストの中で所有している資源をどううまく利用できるようにするかを考えるべきである。こ

の考え方は直観的に見ても、その通りのように思えるかもしれないが、これまでの研究では

個人の選択、すなわち特異的な問題として研究と政策議論の中で無視され続けてきた考え方

である。

　結論として、この論文では情報の公平さは情報政策の制定において、この両方の視座を統

合して初めて達成できると提案する。そして公平な情報アクセスと利用の分析に組み込むべ

き主要素として次の5っの概念を提起する。（1）アクセス、（2）技能、（3）内容、（4）

価値、（5）コンテクスト1）。

1．2　公平と平等

　公平と平等は社会理論とその研究において非常に長い歴史を持ちながら未だに同意された

定義がない概念である1）。その理由の一っは公平の概念が平等の定義としばしば同義語とし

て論じられてきたからである。例えば、憲法学者Laurence脳deは〈平等〉という用語を2

っの明確な法則を表す言葉として使っているT）。一っはく待遇の平等〉、すなわち法の下で

の等しい公平さ、もう一っは〈対等の者として待遇される権利〉である。

　情報アクセスと利用の議論の中で公平と平等を明確に区別することは非常に大切である。

広辞苑によれば平等は「偏りのない等しい様子」であり、公平は「偏りがなくえこひいきの

ないこと」である。Oxford　English　Dictionalyの〈平等〉の定義は「その質や状況が平等で

あること」。〈公平〉は「量、数、価値、密度などが全く同じであること。明白な、あるいは

暗示的な、ある程度似ている特質や特徴を有する。同レベルでは階級、特権、権力、才能、

能力あるいは卓越さ。同じ権利と特権を有すること」。

　これらの定義には基準をはっきり特定化できるという利点がある。すなわち、平等は測定

でき、評価できる。公平の定義はもっと微細な差異がある。その語源はギリシャ語の

〈equity＞から来ている。その意味は、〈人の権利行使における道理に適った穏健の原則〉で

ある。しかし、平等と異なり、〈道理に適った穏健さ〉の普遍的な基準を特定化することは

極めて困難であるD。相対的公平さの基準に照らして状況を見るしかない。

　これが情報アクセスと利用の議論になると、公平の概念は平等を含む重要な切り口にな

る。即ち、個人や集団を越える情報アクセスの公平さはアクセスの厳密な平等がなくても達

成できるということである。これは時間と事情が許す限り柔軟に対処できる可能性が残って

いることを意味する。

　Ron　Docterは「公平はより適切な言葉である。なぜなら〈公平〉は自然法と権利に従う公

正さの考えを具体化しているからであり、それに対して〈平等〉は価値と同一の意味であ

る」8）と述べている。これらの定義から、この論文では情報の〈公平〉という用語を〈個

人、集団、地域、カテゴリー、その他の社会機構の間の情報の公正さ、道理に適った配分〉

の意味で使う。例えば、人々の生活の中で、彼らにとって重要であるもの、あるいは有意義
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であるものが何であれ、それを成し遂げる機会は公平であるというふうに。情報が不公平に

配分されているところでは人々はこのような機会が奪われ、情報の不公平が存在する。その

意味で、情報政策は情報アクセスと利用をより公平に配分できるように制定されなければな

らない。

1．3　なぜ公平が今、重要なのか？

　なぜ情報と社会の公平さが今、問題なのか。その主な理由は情報への公平なアクセスこそ

が効果的な自己実現と社会参加にとってのi基本的必要条件だからである1）。Amartya　Sen（経

済学者であり哲学者）が指摘しているように、「社会秩序のどんなもっともらしい倫理理論

であっても、大抵ある〈空間〉では平等を求めるが、ある重要な側面ではその特別な理論に

とって重要な変数に従って、個人の公平待遇が求められる」3）。

　情報研究分野において、情報アクセスは彼のいう重要な変数であり、意義のある空間であ

る。現に、前提条件として情報アクセスを要求しないような平等はありえないし、それ以外

の空間は想像できない。この中には経済的機会、創造性、自足、自由、安全、あるいは精神

的安定が含まれる。情報公平には価値があり、情報アクセスと利用の不公平は重大な社会的

結果を招く。Docterが「情報と社会的公平さ」8）の中で力説しているように、これが図書館

情報学研究と図書館政策において公平調査が行われてきた理由であり、情報アクセスと利用

の公平の促進を進めてきた理由である。

　民主的な政治システムは市民に影響を与える問題にっいて信頼できる正しい情報を市民が

探し、入手できる市民の能力を基盤にして成り立っている。この情報とは市民が他の市民と

双方向でやり取りできる情報であり、市民を支配している制度に関する情報である。すなわ

ち情報の公平さを保証するシステムである。

　情報と民主主義の関係、情報アクセスと民主政治参加の関係はこれまでも多くの理論の中

で論じられてきた9）。これからも情報と社会的公平の問題は続くだろう。その理由は情報に

限らず芸術、知識、文化、科学にも等しくこの問題があるからである。大切なのはどんな社

会秩序であっても、どんな文化あるいは社会であっても、情報がなければ存在しないという

ことである。〈良い社会〉の第一条件は公平な情報アクセスと利用にある1）。

2．情報アクセスと利用の公平を論じる基盤となる2つの視座

2．1階層型視座（the　vertical　perspective）

　ほとんどの情報公平研究はその出発点として、いろいろな集団の社会的・経済的・人口学

的特性を取り上げてきた。この考えを支えている仮説は社会的・経済的利益を持っている集

団はその利益を持たない集団よりもより優れた情報アクセスと利用を楽しめるという考えで

ある。ここでは、主要な研究に着目し、階層型調査の典型的な研究法を言及する。
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2．1．1情報リッチとプァ

　情報アクセスと利用に対する関心は最近の情報技術とサービスの拡大によってはっきり目

撃できるようになってきた。しかし、これらの関心、すなわち〈情報を持っ者と持たざる

者＞1°）と〈情報リッチとプア＞li）はかなり古い論争の最新版にすぎない。その源泉は

Bernard　Berelson（1949）の図書館利用調査12）にまで湖る。彼は図書館利用が収入、教育、

その他の社会的・経済的地位変数と強い相関のあることに気付いた。〈リッチ〉、〈プア〉と

いう言葉が示唆するとおり、これらの調査の多くが〈より富裕であり、より社会的利点を多

く持っている人ほど情報をより多く入手でき、利用できる〉と仮定している。これは彼らだ

けが私的なグッズとサービスを入手でき、利用できるということである。この調査では情報

は私的なグッズであり、日用品の特徴を持っている。情報を社会的・経済的利益と交換でき

るもの、すなわち情報は市場で交換できるもの、情報を日用品と同等の物と考えている12）。

　この考えの提唱者は情報をものとして、あるいは日用品として扱い、効率的に情報を管理

し、検索できるようにすべきであると主張する。あるいは効率のよい経済と政策決定を促進

すべきであり、そのためには最新の技術システムと情報環境整備をすべきであると13）。

　1975年、ChildersとPostは「アメリカの情報貧者」という論文を公表した14）。彼らは自分

たちの枠組みにコミュニケーションの線型モデルを使った15）。彼らの調査結果によると、情

報貧困は経済的・社会的不利益と相関があり、それは様々な社会集団を対象に行ったマスメ

ディアの調査結果と類似していた。中でも注目すべき調査はTichenorらの〈知識格差〉仮

説16）である。この仮説によると、住民の社会的・経済的地位の高低が情報獲得の格差を拡

大させ、その結果、既存の不公平がさらに悪化する。また、さまざまな集団の教育レベルが

情報へのアクセスに影響を与える最重要要因の一っである。それ以後の知識格差調査はこの

仮説を基に行われ、その結果が累積されていった。’

　1977年までに図書館利用者の特徴にっいて多くの調査が行われた。ZweizigとDervinはこ

の調査で初めて多元分析法を採用したIT）。彼らの分析結果によると、教育レベルが図書館利

用の最強の予測子であった。彼らはまた、図書館利用は多読読書習慣、広範な社会ネット

ワーク、ある特定情報利用変数（情報要求数と回答者が名指した情報源）、達成動機と外向

性と強い相関があることを発見した。一方、図書館利用は利用者と図書館の距離とその地域

の居住年数とは緩やかな相関しかなかった。彼らは次のように結論している「図書館利用者

の特徴は図書館が新しい仲間との交流の場である、あるいは地域のことをもっとよく知らせ

る場であるといったデータを提供していない」17）。

　こうした彼らの人口学的要因に対する疑念にも拘らず、物理的豊かさと社会的身分と情報

アクセスの間の相関はその後の情報アクセスと公平の調査においても常に中心的仮説として

残された。例えば、経済協力開発機構（OECD）、　UNESCOなどは定期的に情報資源へのア

クセスとサービスを人口学的変数と関連付けて世界に発信している18）。最新の国際図書館連

盟（IFLA）の報告書の中でKaganは次のように豊かさと情報アクセスの関係を概説してい

一21一



愛知淑徳大学論集一文学部・文学研究科篇一　第31号

る。「すべての国がより大きい、より深い情報格差を抱えている。アメリカ合衆国と南アフ

リカがその好例である。それは富の極端なまでの歪みから生じ、その結果、ある国では優れ

た情報サービスが受けられ、ある国では貧しく、そんなサービスのあることさえ知らない」。

彼はここで情報プアを次のように定義している。「情報プアとは、発展途上国の経済的に恵

まれない人々。通信手段や輸送システムがないためにしばしば地理的に孤立している過疎地

に住む人々。文化的・社会的貧困によってその恩恵に浴せない人々、特に識字能力のない

人、高齢者、女性、子供たち。人種、教義、宗教によって差別されている少数民族。身体障

害者」18）。

　このIFRA報告書は歴史的に見て、常に公共図書館の従来の信念に一致している19）。すな

わち、貧しい共同体には援助の手を差し伸べ、より多くのサービスを提供すべきであるとい

う理念である。そして、図書館はこれらの人々が民主主義過程に参加できるように努力して

きた。De　la　Pena　McCookはこれを〈図書館の民主化機能〉と呼び、「図書館員は効果的な情

報を求める人々に手を差し伸べ、手厚いサービスを設計し、提供するために、貧困の経済

的・社会的コンテクストを理解しなければならない」2°）と述べている。

　米国図書館協会（ALA）は最近の公平政策において経済、性差、身体的、地理的不利益を

有する社会集団の要求に関心を持っている。1990年、ALAはある一っの政策を採択した。

それは「貧しい人々を民主社会に参加させる役割を図書館が認識する」21）ことであった。最

近になって、公平問題研究者の中から民族誌学手法を用いて、より深く特定の共同体とその

集団を調べる研究法に移行した研究者がいる。しかしながら、大規模な調査同様にこれらの

研究調査も概して、社会的不利益が情報的不利益を作り出すという前提がその動機になって

いる。例えば、先の〈知識格差〉調査の流れからElfreda　Chatmanは低賃金労働者22）、低熟

練労働者23）、高齢女性集団24）、女性囚人25）の〈情報ワールド〉と彼女が呼ぶ世界を調査し・

た。調査結果からこれらの集団の社会的・文化的規範は彼らの行動に影響を与え、そのやり

方は彼らの情報アクセスに不利に働き、その結果〈情報貧困〉になることが立証された。同

様に、Lipinskiは法律支援が必要でも、コンピュータを知らない人は〈金持ちの訴訟人〉に

比べて判例オンラインを見ることも、引用することもできないことを見っけた26）。最近の事

例調査では性差が情報サービスの提供とアクセスの両分野において二っの要因として取り上

げられている。Chuは言語学的にみて少数民族のリテラシー実行は多数民族と異なり、少数

民族の情報アクセスに影響を与えると論じている27）。

2．1．2　1990年代とデジタル・デバイド

　この10年間の様々な社会集団による情報アクセスと利用の研究は、新技術、特にイン

ターネットとWWWを通して利用できるネットワーク化されたコンピュータとマルチメ

ディアの重要性の高まりによってかなり下火になってきた’）。1990年代、これらのシステム

とサービスが本来の基盤（研究、高等教育、少数の大企業）を越えて、職場、家庭、娯楽、

余暇活動にまで浸透し始めた。特にワイヤーレスサービスの到来によって世界は大きく変化
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した。しかし、この変化の中で再び、この問題、すなわち経済的・社会的不利益集団は情報

通信技術（ICT）のアクセスと利用ができないという問題が浮上した。これらの変化のすべ

てが様々な社会集団の情報源と技術の利用能力に大きな影響を与えている。

　従来の〈情報格差〉が〈デジタル・デバイド〉として改作されている。U．S　NTIAは1965

年の〈Falling　through　the　Net＞レポートの中で既に〈デジタル・デバイド〉という用語を

使っている28）。NTIAはこの問題に対して明白な階層型アプローチを取っている1）。すなわ

ち〈デジタル・デバイド〉を〈ある特定人口学的集団に見られる電話、パソコン、インター

ネットへのアクセスの不平等〉と定義している。すなわち〈新しい情報技術にアクセスでき

る人とできない人の間の分割〉である。同様に、OECDも〈デジタル・デバイド〉を次のよ

うに定義している。「情報通信技術へのアクセス機会だけでなく、様々な活動でのインター

ネットの利用に関しても、いろいろな社会経済レベルで生じる個人、世帯主、ビジネス、地

域間で生じる格差」29）。

　これに対して批判もある。社会は経済的路線に情報を持っ者と持たざる者を分けるべきで

はない、情報通信技術はデジタル・デバイドを作るけれどもデジタル機会も作っているとい

う意見もある。しかし、「この割け目に橋を架けることは創造性の花を世界中に咲かせるた

めの必要条件である。まず初めに、ユニバーサル・アクセスが基本的必要条件として定義さ

れなければならない」3°）とIshaqは断言する。

　1990年代後半に幾っかの主要なサーベイ調査が、収入、教育レベル、人種／民族、年齢、

性別、職業、インターネット経験、コンピュータ所有、その他の変数とインターネット、情

報通信アクセスの相関を調べ始めた。これらの一連の調査から言えることは、インターネッ

トアクセスと利用を都合のいい人口学的特性と、より高い社会経済的身分とに無理やり関係

付けしていることである1）。

　情報研究内部では、公共図書館にはこのデジタル・デバイドの空間を共同体の規模を問わ

ず埋める努力をすべき重要な責任があると論じてきた。GladieuxとWatsonは「新しい技術

結果は教育のある者とない者の隔たりをさらに拡大させている」3Dと述べ、市場がこの問題

解決には消極的である以上、新技術導入を公的政策にすべきであると主張している。

　BarraketとScottは大学図書館における情報技術アクセスの公平を保証するためにもっと

多くの資源が情報環境整備、ICTを適切に利用させるための利用者教育に費やされなければ

ならない」32）と論じている。

2．1．3　階層型アプローチの限界

　以上、これまで行われた階層型公平調査の主要な成果を展望した。しかし、この選ばれた

調査からでさえ言えることは、これらの多くが社会・経済的特性を情報アクセスと利用に関

係づけ、影響を与えるという仮説を裏付けるために証拠を集めていることである。これによ

ると、より富裕で、より優れた教育を受け、より社会的身分の高い個人、集団だけがより多
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くの情報資源を持ち、より広範囲のメディアと内容を享受でき、より多くのオンライン・ア

クセスができることになる。しかし、デジタル・デバイドを巡る公共性は情報不公平という

永久に続く問題を舞台中央に運んできただけにすぎない1）。

　階層型アプローチには多くの直感と実利本位のアピールが含まれている1）。特に情報を客

観的なもの、他の物質的品物と同様に〈もの〉として扱っている点である。確かに社会調査

には社会参加、行動、態度の予測子として人口学的特性を使ってきたという長い伝統があ

る。しかし、これをそのまま情報アクセスと利用に使えるのだろうか？

　McCreadieとRiceは最近の情報アクセスと利用の調査が〈Matthew効果〉あるいは〈累積

利益の力の法則〉の補強である33）と指摘している。その中では社会的・経済的利益が大き

いほど、より多くの優れた情報アクセスと利用が必然的に伴うという暗黙の仮説が根付いて

いる。曖昧な〈より多く、より優れた〉を測る尺度は来館頻度、メディアの視聴時間数など

単純操作の可能な語、例えば読書、テレビ視聴、ウエブサイトオンライン検索時間である。

この調子で議論を進めていくと、より多くの情報アクセスと利用ができれば、社会的・経済

的歪みが解消され、物質的利益が増え、環境が整備されることになる1）。しかし、情報資源

はアクセスできてはじめて意味があり、有益であってはじめて価値がある。ある情報資源か

ら利益を引き出すための能力はその人の技能、経験、志向、その他のコンテクスト要因にか

なりの程度まで依存しているのではないか。

　さらに、富裕／貧困、リッチ／プアの比喩は〈情報リッチ〉が他の富裕タイプと同様に、

有限であり、累積的であると仮定している。すなわち人の持っている情報を正確に測定でき

るということである。これが正しければ、リッチ／プァの比喩は非常に身分の低い人、ある

いは全く恩恵を受けていない個人、または集団の情報アクセスと利用は限りなくゼロに近

く、逆にエリートはさらに多くの情報を持てることになり、それを彼らは独り占めして再分

配するかもしれない。ここで言えることは、この考え方は情報資源と技術が人々の生活に果

たす複雑な役割の説明として、いささか不完全な説明であると言わざるを得ないD。

2．2水平型視座（heterarchical　perspective）

　今までのところ、情報公平の問題の多くが社会的・経済的特性を情報アクセスと利用に関

連づけているが、これに対抗する考えを持った学派もこの10年間発展してきた1）。これは水

平型アプローチと呼ばれている1）。そのわけは情報アクセスと利用の問題が社会的・経済的

階級の高低ではなく、社会集団の構成員によって異なるという見方からである。そこから利

益を得るのは個人の様々な能力であって、決して一概に社会的・経済的階級の差だけとはい

えないというのがこのアプローチの考え方である。

2．2．1　水平型アプローチの理念

　水平型視座から見ると、情報は〈もの〉でも日用品でもない。それは他の人にも同じよう
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に利用でき、誰でも利用できる公的なものという特徴を持っているω。「情報は私的なもの

であり、公的なものである。それへのアクセスに関する論争の多くはこのどちらかにその利

用を規定すべきだという固定観念に取り付かれている」11）とHaywoodは述べている。それ

故、情報公平は物質的資源一情報サービスとシステムーだけを配分しても達成できない。む

しろ、公平は人々が社会のあらゆる側面に効果的に参加でき、希望する機会が得られて初め

て達成できる。その結果、情報研究者のすべきことは利用可能な資源の配分だけでなく、そ

の質を評価し、それらを人々がうまく利用できているか、どのように利用しているかを評価

することである。すなわち、情報政策の最終到達点は個人が特定の目的・目標を達成できる

ように、個人に利用できる情報資源を与え、効果的に社会に参加できるよう保証することで

ある。ここでは水平型視座に影響を与えた主な哲学と理論を展望し、この考えを取る研究と

その研究者について言及する。

2．2．2　水平型視座の起源一哲学的影響

　水平型視座の起源はDervinとNilanが1970年代に「情報探索と利用の研究」の中で〈パラ

ダイム・シフト〉が起こっていると言及した論文35）に湖って見ることができる。この背景

には図書館情報学研究の固定中心仮説、〈情報〉は発見される〈もの〉か、あるいはそれが

構築される〈過程〉かを巡って多くの議論が沸き上がった。その結果、何人かの研究者が伝

統的な専門家主導の情報組織のトップーダウン設計、蓄積、検索システムから抜け出し始め

た36）。彼らは情報探索者を既存のシステムに当て嵌める代わりに、新しい〈利用者研究〉と

して探索者自身をもっとよく知ることを求めた。すなわち、探索者はどのようにして世界を

主観的に理解し、意義を構築するのか3了）。そして、人間と社会のコンテクストと情報探索行

動の複雑さと変わりやすさに関心を持った38）。

　新しいパラダイムは〈情報は主観的な一っの現象であり、それは利用者によって構築され

るものであって、客観的現象ではない＞39）と考えた。それ故、このシフトは必然的に〈情報

は客観的なもの〉であるという従来の視点と真っ向から対立することになった。彼らは、

「情報は社会によって作られ、コンテクストに依存し、偶発的であって、伝統的な視座はこ

れを考慮していない。情報とは人々の日常生活の中で起こる問題の解決に役立っものであ

る。さらに、このコンテクストから切り離された情報は良くても歪められており、悪くする

と無意味である。どんなタイプの情報であれ、情報を独占できるもの、交換できるものとし

て扱うことは反直感的であり、社会的に疑問でさえある」4°）と考えたのである。

2．2．3　水平型アプローチの公平理念

　水平的視座はその基盤を情報の現象学的構造論者の視点に置く。これは情報の政治・経済

によって影響を受けてきた。特に情報社会学、情報経済学の情報理論の中で発展してきた日

用品としての情報への強い抗議でもあった。例えば、これに批判的なコミュニケーション学
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者、Herb　Schillerは「情報は全般的公的利用のために無料で利用できて初めて共同体全体に

資する社会的グッズであり、肝心要の資源である」41）と主張している。また、Oscar　Gandy

は「理解すること、理解させることは最も基本的な人権であり、情報社会においてすべての

人に保障されなければならないものである。その権利はすべての他の人権が最終的に頼るこ

とになる権利であり、民主的社会を機能させるために少なくとも理論的にはいっも中心にあ

るべきものである」42）と述べている。

　公平の水平型アプローチの主な関心事は〈情報の公平、あるいは正義〉である。これは政

治思想家、John　Rawleの著書6）、経済理論家であり、ノーベル賞受賞者であるAmartya　Sen

の著書3）がこの領域に大きな影響力を与えている。この2人の学者は数年来の友人であり、

彼らの考えは情報と公平に関する研究の集大成である。ここではそれぞれの考えのポイント

のみをを要約する。

2．2．3．1John　Rawlsの公正

　Senによれば不平等の定義には必ず規範的側面が伴う。「完全に客観的なやり方で不平等

を語ろうとすれば、非常に難しい。不平等の程度を測定するには何らかの倫理概念がなけれ

ばならない」3）。この中心的倫理概念とは平等／公平の議論で言うところの公正（justice）で

ある。そしてRawlsの〈分配の公正、公平の公正〉公式は多くの研究者に引用されてい

る1）。Rawlsは平等を〈分配の公正の特別原則〉と定義する。すなわちすべての人は法の下

で社会的資源に対して同じ要求を行えるという一見して明らかな仮説から出発している。彼

は基本的な〈もの（goods）〉の公正な配分を要求する。彼はこの中に基本的権利と自由、権

利と責任、移動の自由などの他に、自尊心という社会的基盤を含めている6）。彼の公正基準

は彼の言う〈本来の位置（original　position）〉を基にしている。

2．2．3．2Amartya　Senの公平

　SenはRawlsの公正概念を出発点として受け入れているが、平等が基本的グッズの公平な

配分によってのみ達成できるという考えには不同意である。彼は問う、〈何に対する平等

か？〉。そして、「このような財産はいかなる利益もあるいはそれ自身の身分も付与しない。

むしろそれらは目的への手段である」3）と述べている。Senは基本的なものを使う個人の能

力がその個人固有の目的を達成する時、人によって全く異なることに着目する。これは個人

が属する集団によっても、状況によっても異なる。その個人が良い状態にあるからといって

良好な〈働き〉が達成できるかどうかは判らない。Senの主な関心は個人の働き（agency）

を作ることであり、維持することである。彼は、「それぞれの個人の選択を維持し高めるこ

との方が、その個人に与えられた境遇の中で意義がある、あるいは有用であるとは思えない

見せかけのものを配分することよりも遥かに重要である」3）と信じている。それ故、彼は社

会正義のいかなる理論であれ、その適正な焦点を人々の〈機能性〉と〈能力〉に置くべきで

あると主張する。「機能的とは人が何をし、何であるかである。能力は人が持っ様々な選択

的機能の集積である。それは本人の現実のチャンスである。能力は必ず本人の視点から定義
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される。もし、それが実行できれば、何を行うにしろ、何であれ、それに価値があるなら

ば、それを達成するための機会の公正な配分と能力の公正な配分は必ず伴うことになる」3）。

それはRawlsの言う基本的なものではない。何故なら物質的資源の厳密な等価配分でさえ機

会の公平にはならないからであるD。

2．3水平型アプローチの展開

　Senの能力枠組みを採用する政治研究者は多い。例えばOECDは経済発展を確かなものに

するための鍵として〈人材育成〉を考えている。今、情報通信の国際サービスと放送界にお

ける公共サービスの責任を調べている多くの専門家の認識は大方、次のようなものである。

「情報は人が生きていくために最低限必要な食物でも、エネルギーのようなものでもない。

情報は受け手がそれに対して何らかの要求を持って、その要求を満たすために処理する能力

があって初めて価値を持つ。さもなければ情報は利用されない資源である」34）。

　Nicholas　Garnhamはこの能力アプローチを情報通信の社会政策の新しい方向として提唱し

ている43）。それは電話回線数や高速バンドタイトのような資源の配備や配置に焦点を合わせ

る伝統的な考えとは一線を画すものである。彼によれば、情報通信政策はアクセスと利用の

表面だけの指数を越えるものでなければならない。

　20年前、Doctorは「技術へのアクセスそれだけでは公平を保証するには不十分である」8）

と記している。情報アクセスは、もしそのアクセスの効果的な利用を可能にする装置と訓練

が伴わなければ大多数の人々にとってほとんど利益をもたらさないであろう。そこで必要な

ことは〈アクセスから利益を得る権利〉というような広い意味での〈アクセス権i＞であ

るD。

　カナダ国立図書館のアクセス、公平、インターネットに関する最新報告書の中で、

Vincent　Moscoは次のように論じている。「カナダの社会情報政策は情報通信とインターネッ

トサービスに関してもっと個人の能力と関心の育成に注意を払うべきである」44）。

　アクセスの定義を従来の定義、「アクセスはハードウェアとソフトウェア技術といった特

別なセットを使えることを意味する」という考えをもっと広く解釈することが求められてい

る。この意味をより深く考えていくと、アクセスにはある種の能力が必ず必要であることに

気付く。すなわち、知的・文化的・社会的理解能力である。これは基本的情報活用能力から

高等教育、生涯教育にまで必要であろう。これがあって初めて情報ハイウェイの効果的な利

用が可能になるのである。

3．社会資本（social　capita1）と公的財産（public　goods）

　Senを中心とするこうした考え方、すなわち現象学、情報の主観的な見方、政治経済から

の情報の日用品化に対する批判、厳密な平等よりもむしろ公正からの社会正義という考え方
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が能力アプローチを加えて、何人かの情報公平研究者を不公平問題に対する解決案として単

純な資源配分を越えた視点へと導いた。その焦点は人々の社会ネットワークが情報のアクセ

スと利用に果たす役割への着目である。その関連概念が社会資本と公的財産である。換言す

ると、社会資本は一種の能力である。Senの言葉を借りれば「人は社会で他の人と関係を持

っことによって利益を得る。それは単一実体ではなく、多様な実体である。すべてが社会構

造のある側面から成り立ち、その構造内部にいる個人の特定行為を促進させる」3）。政治学者

Robert　Putnumは次のように示唆している。「社会資本、すなわち社会ネットワークとそれ

に関連する相互作用の規範は多種多様な形と規模で多様な利用が可能である。社会資本の中

で最も重要な形態は社会関係に不可欠な情報の潜在力である」45）。すなわち、ここで言う情

報とは社会ネットワーク構成員が知っている〈こと〉であり、相互のやり取りの中で表現で

き、共有し合える〈もの〉である。

　情報公平に関心のある社会学研究者も情報公平がネットワークに果たす役割に着目してい

る。明らかに多くの人々にとって最も信頼できる情報源は家族、友人、隣人、仲間、教会、

クラブの仲間であろう。記録物を調べる、例えばニュースメディア、ウェブサイト、広告、

図書館蔵書を調べる時でさえ、人は大抵の場合、その情報の真偽を自分が信頼している人に

確かめる。それ故に、社会ネットワークは情報源である。こうして人は自分の仲間に対して

重要なフィルター機能を果たしているのである46）。

　社会ネットワークはまた、強力な情報資源でもある。何故ならば、それらは集団内部での

相互交換と社会関係の総和よりも遥かに強力だからである。それらは実在している共同体よ

りも広い特徴と完成形成に一役買っている。ネットワークの規模が大きくなればなるほど、

各構成員に対するその価値は情報源泉として、社会資本として、ますます高くなる。すなわ

ち、個人が仲間と共有する社会ネットワークと社会資本には重要なく外界〉があり、ある種

の公的財産を付与しているのである4T）。

3．1公的財産と私的財産

　公的財産と私的財産は2っの重要な点で異なる。その特徴から見て、私的財産は消費の点

で競争対象である。すなわち、ある人が買った品物は他の人は利用できない。また、それら

は排除可能である。すなわち、ある人は他の人をそれらの消費から排除できる。食物、衣

類、その他ほとんどの物質的なものと所有物は私的財産である。

　これに対して、公的財産はその消費において競争対象ではない。すなわち、ある人のその

ものの使用は、他の人が使ってもなくならないという特徴を持っている。そして、公的財産

は排除不可能である。すなわち、それらの使用から何人も実際的に、あるいは道徳的に排除

されないという意味である。

　Adam　Smithは『国富論』の中で公的財産の例として〈灯台〉をあげている48）。灯台から

の光はどんな船からも見れるし、それを制限することはない。そして灯台の案内人としての
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ある船の使用はそれを使う他の船の利用を妨げない。現代の例としては、交通標識、電波テ

レビ、放送、ラジオ信号、インターネットなどである。

3．2情報と水

　確かにある程度まで情報とその関連技術はこれらの基準からすると公的財産である。そこ

で、公的財産としての情報の重要性を理解するたあに我々のよく知っている〈水〉と比較し

てみよう。Saxは水が共同体資源として提供されるべき明快で特殊な資産カテゴリーに入

り、決して完全に民営化されないものであると論じている。彼はこれを特別扱いにすべき3

つの理由として、（1）水にはそれに代わる物理的代用品がない、（2）人類共存維持のため

に水資源へのアクセスは普遍的なものとして保証されている、（3）水は相続資産資源であ

る49）の3点を挙げている。

　さて、それでは情報はこの3っの条件を満たしているだろうか。確かに人間関係と人生経

験において情報には代用品はないと言えるかもしれない。情報はまた、（2）のいう公的共

有権という特徴をもっている。情報は誰でもが使える共同体資源であるだけでなく、私的財

産でもある。最後の（3）の条件、情報は水のように相続資産資源であることに疑問の余地

はない。芸術品、科学、文化、政治においてそれが基本である。文化遺産、あるいは文化財

産の概念はその表示に果たす情報の役割なしにはありえない。それは文化遺産の保護と保存

は無形であり、その情報的価値を保存することに他ならないのである。

4．水平型視座からのデジタル・デバイドと知的財産

4．1水平型アプローチとデジタル・デパイド

　水平型視座を取る研究を概観すると、デジタル・デバイドにっいて実にいろいろな見方を

していることに気付く。例えば、Haywoodは「世界には常に持っ者と持たざる者の場所が

ある。そして、内部ネットワークが懸命にこれを変えようとしているが、その方法が判らな

い」11）と述べ、Lentzはデジタル・デバイドに対する2つの競合する論争を提示している5°）。

一つはコンピュータとインターネット消費に強調を置いた説明であり、デバイドはなくなら

ないという考えである。もう一っはハードウェアとシステムの急速な普及にも拘らず、アク

セスと利用の差は訓練と人材育成を無視した結果であるという主張である。「どこの国にも

格差はある。それはデジタルだけではない。根源的には学術的技能であり、質の高い学校教

育にある」51）とFinneranは断言する。

　Erik　Busyは州規模の2っのサーベイ分析から、インターネットアクセスが母子家庭、低

所得集団、高齢者層に極めて低いことを発見した。彼は「インターネットへの社会的アクセ

スはシステムの物理的アクセスと同じくらい重要である」と論じている。「物理的ハード

ウェアからオンラインに進む必要があるように、インターネットの社会的アクセスには市民
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が複雑なメディア環境から利益を得るために必要な認知能力と技術的技能を持っことが求め

られている」52）。

　水平型視座を取る研究者のもう一っの関心事は、情報システムとオンライン情報源から利

用できる情報内容である。インターネットに対する社会集団の〈サイバー障害現象〉に対す

る警告、ネットワーク化されたコンピュータと遠隔通信の可能性とそれを回避する権利53）、

インターネット開発を支配している商業的誘因は共同体のためというよりも個人の娯楽と利

益を強調するための手段への警告54）などがその主な事例調査である。

　社会資本はどこに住んでいようとどんな関心を持っていようと関係なく、関心を共有する

人々の相互作用を制限してしまうと増殖ができない。Cass　Sunsteinは「もし情報が平凡な

消費物と見なされるならば、重大な問題である。無限の選択肢の中から情報を選ぶ時、自分

の私的な興味だけを基にし、他のことに関心を持たなくなる」55）と警告している。

　公平政策に水平型アプローチを積極的に取り入れようとする団体や支援グループもある。

その一つ〈Briges　org＞では情報の実際のアクセスに欠かせない重要要因をまとめた報告書

を公表した。その中には、物理的アクセス、有効内容、社会的・文化的要因、信用、助けと

なる法／規制枠組み、強力な推進地域と巨大経済環境、そして、その国の政治的意志が含ま

れている56）。

4．2　水平型視座と知的所有権

　以上の調査が示すとおり、内容は水平型視座のもう一っ別のアクセス批判要因である。政

策決定者の中には、情報サービス提供者は内容中立であり続けることはできないし、正確な

情報アクセスを提供することもできないと論じている者もいるD。この偏向した議論は図書

館とその他の情報サービスが共同体の現実の要求に応えるようとする努力に水を差すもので

ある。Lievrouwによれば「我々はユニバーサルなサービスでのアクセスという最近の導管

中心の観念から脱却し、ディスコースという参加型観念に移行すべきである」57）。それは社

会参加には不可欠な内容があることを仮定している。また、内容は最近の論争である知的財

産権の広がりとより長い歴史を持つ所有権についての論争にも関わっている。

　批判家は情報技術がさらに多くの情報形態を民営化させ、公的アクセスから離脱できるよ

うに画策していると警告する。「公的情報は速やかに日用品化され、サイバースペースとい

う商業べ一スの中で民営化される」2）。Pamela　Samuelsonは知的財産法に重大な変化をもたら

したデジタルメディアの6つの特徴を明示した。その中には複写の容易さ、伝送と利用の容

易さ、可湖性、同価値性、小型化、仕事の非直線性が含まれる58）。

　現に、著作権と特許保護の範囲と有効期間は確実に長くなっている。これはデジタル資料

のアクセスと複製を規制する技術開発によるためである。これはこれまで難しかった、ある

いは自分ひとりではできなかった情報形態の効果的な私物化が進められていることを示して

いる。
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　基本的な事実情報にまで法的保護を拡大する試みとそれ以外の公的領分情報を公的域から

外す試みがゆっくりと進んでいる。今日のような、知的財産請求の急速な拡大は情報のアク

セスがグローバルな知識プールの中からより大きな占領を得るたあに、いろいろな方面でた

とえ競争をしたとしても、何にもならないことを示している1）。

　学者のコミュニケーションの記録化など、よく知られている民主主義の社会基盤が今、根

底から覆されようとしている。多くの技術革新と発明品は人類共通の財産であるという考え

方そのものが今、問われているのである1）。

5．議論と課題

5．1議論の要約

　以上、情報公平研究に関して2っの思考学派があると信じるにたる根拠とその主な考え方

を概観した。一つは階層型アプローチであり、この考え方は情報を一束にした実体のある物

理的な〈もの〉と定義する。それ故、情報は日用品のように私有化でき、交換可能なもの、

すなわち私的財産である。そして、情報技術は以前よりもより多くの様々なタイプの情報を

私有化し、統制するのを可能にする。ある人の情報アクセスと利用は相当程度まで、本人の

人口学的特性、経済的資源、社会的身分によって決まる。それ故、情報公平はこうした社会

集団に対して資源と技術を公正に分配すれば達成できる。

　もう一っの考え方は水平型アプローチである。この思考学派は情報を主観的なコンテクス

ト依存と見る。情報は人間の生活、文化、遺産にとって必要不可欠な共同体資源である。す

なわち公的財産である。技術の利用はかってよりも多くの多様なタイプの情報にまで財産権

を拡大させている。それ故、情報のアクセスと利用を脅かし、効果的な社会、政治参加に

とって不可欠な情報アクセスと利用ができなくなっている。ある人のアクセスと利用はある

特定の状況の中で、その人が情報と情報技術を理解し、そこから利益を得る本人の能力に主

としてかかっている。この視座での情報公平はすべての個人が自分の視座で、自分の目的の

ために効果的に情報を利用できる経験と技能を持てるようにすること、そして、本当に大切

なものは誰でも無料で利用できるようにしておくことによって達成できる。

　明らかに、そして常に、経済的・社会的・政治的不公平はこれまでもあったし、これから

もあるだろう。しかし、公平が望ましい社会の最終ゴールであるとするならば、この階層型

と水平型の両方のアクセスと利用の側面を考えていかなければならない1）。資源とシステム

の配分、おそらく根源的資産と考えられるものは社会資本と人間資本である能力育成の努力

によって補充されなければならない。それには有効な情報内容の提供が不可欠である。

5．2　情報公平評価の5つの要素

　ここでは最低限度、情報公平評価の中で考慮すべき5つの要素を提案する1）。

　第一の要素一これは既にこれまでの研究で明示されてきたもので、社会・経済集団身分の
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高低に存在している情報アクセスと利用における首尾一貫して揺るぎない不均衡さである。

確かに他の資源同様、情報と情報技術が不公平に配分されていることは疑問の余地はない。

情報アクセスと利用の問題は経済的・社会的不利益を悪化させている。情報資源と技術が支

払い能力、市場原理を下に配分されている限り、これらの不均衡は永久になくならないし、

さらに広がる危険がある。それ故、社会における情報資源と技術のより公平な配分をするた

めの努力を今後も継続して行っていくことが求められる。

　第二の要素一もし人々に、利用できる情報資源と技術を理解し利用するための技能と経験

がなければ、どんなに厳密な資源の配分が行われたとしても無意味である。そこで、研究と

政策は人々の持っている資源を利用できる能力を正しく評価し、そこから利益を得ようとし

ている人々に対して広い範囲の学習機会を提供しなければならない。

　第三の要素一人々の能力は自分の持っている価値観に多くを依存している。その中には公

開情報資源、公開照会、社会相互作用規範、情報源を信じさせる信用支援が含まれる。そし

て、情報教育と訓練の内容は情報探索のサポートだけでなく、技術的能力を運ぶ価値観と合

体したものでなければならない。

　第四の要素一利用できる内容は人々の生活というコンテクストの中で有効で意味のあるも

のでなければならない。例えばインターネットの利用者の中にはインターネット・ドロップ

アウトになる人が多い5）。インターネットの中の情報に信頼性が持てず、有用かどうか判断

できない、または興味がないからである。同じ現象がいろいろな地域で報告されている。対

策としては研究と政策を通して、様々な共同体にとって本質と考えられている情報とは何か

を明確にし、このような情報の広い利用可能性を確実なものにする情報環境を構築すること

である。

　第五の要素一人々の情報要求と関心を形成する社会と生活のコンテクストをもっとよく知

ることである。確かに多くの研究が行われ、特定集団の情報探索パターンが明らかになって

きた。この努力を一般の人々の日常生活の多種多様なコンテクストにまで拡大すべきであ

る。これらのコンテクストは不安定で、流動的で、交換可能で、相互作用的である。こうし

た行動パターンにある共通要素を理解することが必要である。

5．3　情報研究の課題

　最後にあたって今後の情報研究分野に期待する研究枠組みを簡単に提案するD。

　（1）情報公平の問題に水平型アプローチを取り入れる。情報公平の問題は情報学の伝統

的なシステムとサービスの管理と分配という表面的な課題を越えて、研究領域と情報政策の

領分を必然的に拡大させるだろう。研究者は個人と社会集団の関心、指向、行動、社会関係

を調べ、いかに人々が情報を獲得し、理解し、利用するかにっいてこれまでよりももっと深

い理解を得る必要があるだろう。もちろんこれは1970年代に起こった図書館情報学パラダ

イム・シフトがその背後にあることは明白な事実である35）。
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　図書館学は情報探索と図書館利用者の技能開発を目的とした研究とサービスに長い歴史を

持っている。しかし、人々に既存のシステムと資源をどうやって使わせるか、どうやれば

もっと使うようにできるかを指導することよりも、今後の研究と政策がそれ以上のもので

あって欲しい。そのためにはより基礎的な研究が求められる。それは従来とは異なる情報資

源研究、例えば社会情報ネットワーク研究、人々の行為や存在の価値により適した形で、資

源を使い、人生設計をする個人と集団を支援する方法の研究である。それには資料とシステ

ムから関係図式、文化的習慣、共同体内での発想の浸透の仕方などを知る独創的で柔軟的な

アプローチが必要である。

　（2）2つ目の提案は組織に対してである。従来型で馴染みのある組織形態と過程の見直

しである。都市計画、組織研究、経済学の専門家たちは新しい組織形態の必要性を認識して

いる。例えばインフォーマルな交流の促進、情報ハブ、ネットワーク会社など。それは情報

技術と情報環境整備だけでなく、個人と集団間の社会関係ネットワークと専門職にも利益を

もたらす。このような組織は事情と必要があれば、形を変え、分解し、再配列し、再び一体

化する。それらは組織内部の人々の能力と関係に従う。図書館、アーカイブ、それ以外の文

化機関はこれと同じ柔軟性を持ってサービス対象である共同体と効果的に関与していくこと

が求められている5）。

　電子図書館プロジェクトはここ10年間、情報資源の配分と配信の新しい方法として情報

環境整備の一環として企画された。ネットワーク化されたコンピュータ設定と遠隔通信サー

ビスは地域空間から、組織の〈縄張り〉から、情報を解放するはずであった。そして電子図

書館はこの動力から利益を得ることが約束されていた。しかしながら、新経済バブルが

2000年初めに崩壊し、それに寄り掛かっていた機関は伝統的な特権の守りに方向を転換し

た。その結果、1990年代の伝統に囚われない挑戦を受けて立っ地盤を失った59）。しかし、電

子図書館は確立された機関の付属機関、あるいは補助機関として生き残るであろう。その維

持が可能な範囲内での利用に限定された機関として6°）。

　（3）公平の次元から見ての3つ目の含意は情報専門家の教育と訓練への期待である。情

報研究は伝統的技術力と組織力の他に、社会関係と変化に対して人類学的、あるいは社会学

的鋭い感受性を身に付けた情報専門家を育てなければ情報社会の動向にっいていけない。情

報研究者は公平の問題を階層型、水平型両方のアプローチをバランスよく組み合わせるしな

やかさと多彩な個人や集団と相互作用する能力を開発しなければならない。こうして初めて

情報研究者はこれらの個人と集団の様々な関心や行動を支援でき、サービスを提供でき、そ

の方向を示唆できるのである。その目的は人々の意義を探す〈seeking　meaning＞自己実現

の機会を提供することである37）。

　最後に、情報と社会の公平の問題を現在の情報環境から、新しい目線から見ることはこれ

までの研究の基礎の上に成り立っている研究、政策、実行に対して、新しい疑問と問題を開

放する試みである。これが新しい実のある議論の出発点になってくれることを願っている。
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